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は じ め に
　これまでに筆者は多くの中小企業の実態調査を国内外にわたって行ってきた．その中で長期間
にわたり行ったものが，₁₉₈₀年度から開始された「東京都地場産業振興事業」に伴う実態調査で
あった．年間₁₀業種ずつ₁₀年で₁₀₀業種にわたる大規模な調査が行われ，筆者も₁₀業種程度の調査
を担当した．調査年度の次年度には₁₀の内 ₇ つの業種について「振興ビジョン」を策定し，予算
措置をして振興計画に基づいた事業が行われた．そのフォローアップ調査が₁₉₉₁年度から ₇ 年間
を掛けて行われた．筆者もこれに参加したので₁₈年間にわたって，東京都の地場産業調査にかか
わることができた．
　その後₂₁世紀になるとイタリアやドイツの中小企業集積調査を行うようになったため，その後
の東京都の地場産業を調査する機会を逸していた．₂₀₁₀年度にイタリアでの在外研究を終えて後，
台東区の A 政党の議員団の依頼で浅草地域の靴製造中小企業の実態調査を行う機会をえて，都内
の中小企業数と従業者数の減少，生産の落ち込みなどが顕著であることを再認識することになっ
た．
　残念ながら国や自治体による地場産業の実態分析は近年ほとんど行われておらず，毎年調査が
実施されていた経済産業省『全国の産地』（産地概況調査結果）は₂₀₀₅年を最後に実施されていな
い． ₃ 年前の₂₀₁₅年に₁₀年ぶりに民間調査機関に調査委託して実施されたが，その後は実施され
ていない．中小企業振興条例制定運動が高まる中で，数は少ないものの条例が制定された自治体
レベルで中小企業悉皆調査などが実施されている．
　本論は，筆者がこれまで実施した東京の中小企業実態調査をベースにおきながら，その後の調
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査などで明らかになった新たな知見をふまえて，産業集積内部でおきている構造変容を見つけ出
すことで，中小企業，特に地場産業に多い小規模企業を振興する政策策定に役立つことを目的と
している．東京の地場産業といっても業種は幅広いので全てを一括して本論で分析することは筆
者の力不足から不可能である．
　そこで本論では東京の地場産業の中で全国的に集積度合いが高い業種の一つである「なめし革・
同製品・毛皮製造業」を事例として取り上げる．皮革関連産業は繊維衣服などファッション関連
産業の一部であり，東京の集積の特徴として生産から卸，小売の各段階までの大企業や中小企業
が存在している点にある．
第 ₁章　東京の地場産業の現状
（ 1）東京都と全国の比較
　ここでは東京の地場産業の中でも「なめし革・同製品・毛皮製造業」を例に，総務省『経済セ
ンサス』，経済産業省『工業統計表』，『東京の工業』など公的統計を用いて₉₀年代以降の現状を把
握していくことにする．表 ₁ は₂₀₁₅年の全国と東京都の事業所数，従業者数，製造品出荷額等の
₃ 項目について比較したものである．各業種の上段は実数であり，下段は全国に占める構成比を
表している₁）．
　まず事業所数の推移をみると，なめし革・同製品・毛皮製造業全体では全国₃,₇₂₆軒，東京₁,₁₅₄
軒と₃₁％を占めるほど，東京の集積度合いは高い．従業員数では₅,₂₄₂人で₁₉.₆％と ₂ 割弱まで落
ち込むことになり， ₁ 事業所あたりの従業者数が全国より少ないことが分かる．これは全国の製
造品出荷額等（以下，出荷額と略す）は₃,₄₇₂億円であるが，東京は₇₉₀億円と₂₂.₈％を占めるに過
ぎないことからも分かる．なめし革・同製品・毛皮製造業が立地している地域の地価や経営環境
は製造業の立地には不利な条件となっていると考えらえる．
　同表から小分類業種毎にみると，事業所数の構成比が高い順に第 ₁ 位は「その他のなめし革製
造業」₁₀₅軒₄₂.₉％，第 ₂ 位は「工業用履物材料・同附属品製造業」₁₂₁軒₃₉.₀％，第 ₃ 位は「袋物
製造業」₄₃₅軒₃₅.₃％，第 ₄ 位「革製履物製造業」₂₁₄軒₂₉.₃％，第 ₄ 位「かばん製造業」₁₈₆軒
₂₅.₃％と続いている．従業者数では第 ₁ 位「その他のなめし革製造業」₄₁₀人₃₄.₃％，第 ₂ 位「袋
物製造業」₁,₇₁₅人₂₆.₉％，第 ₃ 位「革製履物用材料・同附属品製造業」₄₂₂人₂₄％，第 ₄ 位「革製
履物製造業」₁,₅₇₇人₂₁.₃％となる．出荷額で第 ₁ 位「その他のなめし革製造業」₃₈億円₃₈.₄％，第
₂ 位「革製履物用材料・同附属品製造業」₄₁億円₃₈.₃％，第 ₃ 位「袋物製造業」₂₄₆億円₃₆.₈％，
₁）　経済産業省「工業統計調査」は₂₀₁₀年に全数調査が廃止になって，これ以降は従業者 ₄ 人以上の事業
所のみが調査対象となった．しかし，総務省「経済センサス」が実施される年には製造業にかかわる部
分の結果を『工業統計表』として作成しているので表 ₁は全数調査となっている．
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表 2　区市別事業所数の分布
区 部 計 ₁,₁₃₅ 市 部 計 ₁₉
台 東 区 ₃₁₄ 八 王 子 市 ₃
足 立 区 ₂₄₀ 町 田 市 ₂
墨 田 区 ₁₇₆ 東 大 和 市 ₂
葛 飾 区 ₁₅₆ 西 東 京 市 ₂
荒 川 区 ₉₂ 立 川 市 ₁
江 戸 川 区 ₆₈ 武 蔵 野 市 ₁
江 東 区 ₂₂ 青 梅 市 ₁
北 区 ₂₀ 昭 島 市 ₁
文 京 区 ₈ 調 布 市 ₁
豊 島 区 ₈ 小 金 井 市 ₁
板 橋 区 ₆ 東 久 留 米 市 ₁
杉 並 区 ₄ 武 蔵 村 山 市 ₁
品 川 区 ₄ 多 摩 市 ₁
練 馬 区 ₄ 稲 城 市 ₁
大 田 区 ₃ 総 数 ₁,₁₅₄
目 黒 区 ₃
資料）表 ₁と同じ．新 宿 区 ₂
千 代 田 区 ₂
中 央 区 ₂
中 野 区 ₁
第 ₄ 位「革製履物製造業」₃₀₇億円₂₇.₅％である．これらから東京のなめし革・同製品・毛皮製造
業の特徴として，最終消費財である靴，かばん，袋物に加え，市場規模の小さななめし革を使用
した雑貨の生産に特化してきていることが分かる．
　表 ₂ は東京のなめし革・同製品・毛皮製造業の立地状況を区市ごとに表している．東京全体で
は₁,₁₅₄軒存在している中で，区部に₁,₁₃₅軒，₉₈.₄％が立地している．第 ₁ 位「台東区」₃₁₄軒
₂₇.₂％，第 ₂ 位「足立区」₂₄₀軒₂₀.₈％，第 ₃ 位「墨田区」₁₇₆軒₁₅.₃％，第 ₄ 位「葛飾区」₁₅₆軒
₁₃.₅％，第 ₅ 位「荒川区」₉₂軒₈.₀％，第 ₆ 位「江戸川区」₆₈軒₅.₉％，第 ₇ 位「江東区」₂₂軒₁.₉％，
第 ₈ 位「北区」₂₀軒₁.₇％である．これら ₈ 区にだけ ₂ 桁以上の事業所が存在している．これらは
「城東地域」とよばれ，古くから地場産業でも繊維・雑貨産業種の集積地域である．中でも台東区
を扇の要として東と北に展開しているのが特徴といえる．これは生産流通の中核となる卸問屋の
集積と関係しており，現在も色濃く残っていることが分かる．
（ 2）小分類業種別の事業所・従業者・製造品出荷額等の推移
　ここからは集積度合いの高い業種別に事業所数・従業者数・出荷額の推移を見ていくことにする．
表 ₃ は₁₉₉₆年から₂₀₁₅年までの₂₀年間にわたり全数調査を時系列に並べたものである．この革製
履物用材料・同附属品製造業では男女子供の革靴，草履を作るための材料の製造加工などを行っ
ている．東京の事業所数は₁₉₉₆年₆₁₄軒₄₃.₂％（対全国シェア）から₂₀₁₅年₁₂₁軒₃₉％へと一貫して
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減少を続け₉₆年の ₂ 割弱までになっている．だが，全国シェアは₂₀年間 ₄ 割前後で推移しており，
存続している東京の中小企業が都内のみならず全国の革製履物の材料・部品の供給元になってい
ることが分かる．従業者数も₉₆年₂,₀₁₉人₂₇.₇％から₁₅年₄₂₂軒₂₄％と事業所数と同程度の減少を示
している．出荷額は₉₆年₁₈₀億円₄₃.₂％から₁₅年₄₁億円₃₈.₃％へと減少しているが，対全国シェア
は一定のものがある．東京の革製履物製造業者にとっては近隣地域に立地している優位性がある
といえる．それは，この業種が減少することは優位性の減少とも考えられる．
　次の表 ₄ は革製履物製造業のデータである．この業種は「主として全部又は一部（甲又は底）が
なめし革製の長靴，短靴，サンダル，スリッパ，草履などの履物を製造する事業所をいう．革靴
製造業；サンダル製造業（革製）；スリッパ製造業（革製）；草履製造業（革製）」₂）．をいう．これ
までも台東区浅草周辺に多く集積していることが知られているが，₉₆年₆₂₂軒₃₅.₉％から₁₅年₂₁₄軒
₂₉.₃％へとほぼ ₃ 分の ₁ に減少している．従業者数も₉₆年₅,₇₈₈人から一貫して減少を続け，₁₅年
には₁,₅₇₇人となった．出荷額は₉₆年₁,₂₄₁億円₃₁.₈％であったが₁₅年には₃₀₇億円₂₇.₅％まで落ち込
んでいる．
　表 ₅ は，かばん製造業（主として材料を問わず，携帯用かばんを製造する事業所）の推移であり，
事業所は₉₆年₄₅₆軒₂₉.₄％から₁₅年₁₈₆軒₂₅.₃％と，特に₂₀₁₀年代に対全国シェアの低下がみられ
る．従業者では₉₆年₂,₀₆₃人₂₀.₈％から₁₅年₇₃₅人₁₃.₆％と事業所以上のシェア低下がみられる．こ
れは ₁ 事業所あたりの従業者数が全国より東京が少ないことになる．出荷額は₉₆年₂₅₉億円₂₂.₉％
から₁₅年は₁₁₄億円₁₇.₆％へと激減し，対全国シェアでも低下している．
　表 ₆ は袋物製造業（主として材料を問わず，身の回り用袋物を製造する事業所をいう）であり，主
な製品は，ハンドバッグ，名刺入れ，財布，札入れ，がまぐち，小物入れ，眼鏡入れ，たばこ入
れ，くし入れ，定期入れなどである．事業所数は₉₆年₁,₃₄₁軒₃₆.₆％から₁₉₉₈年₁,₄₄₄軒₃₈％まで増
加していたが，一転減少に転じ₁₅年₄₃₅軒₃₅.₃％とまでになっている．なめし革・同製品・毛皮製
造業の小分類では袋物製造業事業所が東京では最も多異業種となっている．従業者は₉₆年₅,₁₈₆人
₂₈.₁％から₁₅年₁,₇₁₅人₂₆.₉％へと減少している．出荷額は₉₆年₈₇₂億円₃₇.₆％であったものが減少
を続け₁₅年には₂₄₆億円₃₆.₈％と，₉₆年実績より ₇ 割以上の減少となっている．全国の出荷額も同
程度の減少率であるので，対全国シェアでは₂₀年間に₄₀％前後で安定した推移を示している．
　最後に表 ₇ でその他のなめし革製造業について推移を確認しておこう．この業種は主として他
に分類されない多種多様な製品を生産している．具体的には室内用革製品，つり革，腕時計用革
バンド，服装用革ベルト，帽子つば革，革クッション，馬具，むちなど様々である．事業所数は
₉₆年₂₈₁軒₄₈.₁％から₁₅年₁₀₅軒₄₂.₉％へと減少している．この間，事業所の対全国シェアは₅₀％前
後で推移していることから，一つ一つの需要は小さいものの多様な革製品が東京の中小企業によ
₂）　総務省『日本標準産業分類』より抜粋．
300
表
3
　
革
製
履
物
用
材
料
・
同
附
属
品
製
造
業
の
推
移
年
東
　
京
全
　
国
全
国
に
占
め
る
東
京
の
構
成
比
（
％
）
事
業
所
数
従
業
者
数
（
人
）
製
造
品
出
荷
額
等
（
百
万
円
）
事
業
所
数
従
業
者
数
（
人
）
製
造
品
出
荷
額
等
（
百
万
円
）
事
業
所
数
従
業
者
数
製
造
品
出
荷
額
等
₁₉
₉₆
₆₁
₄
₂,
₀₁
₉
₁₈
,₀
₈₆
₁,
₄₂
₁
₇,
₂₉
₁
₄₇
,₈
₀₆
₄₃
.₂
₂₇
.₇
₃₇
.₈
₁₉
₉₇
₅₆
₈
₁,
₈₃
₈
₁₆
,₂
₈₁
₁,
₃₅
₇
₆,
₉₅
₅
₄₂
,₅
₃₄
₄₁
.₉
₂₆
.₄
₃₈
.₃
₁₉
₉₈
₅₆
₇
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₀
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₁,
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₇
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₉
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₉₉
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₂₉
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₉₈
₁,
₄₄
₄
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₀₁
₃,
₇₉
₈
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₄₁
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₁₉
₉₉
₁,
₃₃
₅
₄,
₈₃
₇
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₈₇
₃,
₄₈
₅
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₃₂
₁₈
₃,
₄₂
₂
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₃₀
.₇
₄₀
.₃
₂₀
₀₀
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₄
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₅
₁₅
,₅
₇₉
₅₈
₄
₂₅
₇₇
+x
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x
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₂₉
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₉
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₁₅
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₂
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₁₄
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₄₉
.₃
x
x
₁₉
₉₈
₂₉
₀
₁,
₁₂
₄
₁₃
,₆
₂₆
₅₈
₀
₂,
₆₅
₈
₂₉
,₄
₁₁
₅₀
.₀
₄₂
.₃
₄₆
.₃
₁₉
₉₉
₂₆
₆
₉₇
₄
₁₀
,₂
₄₄
₅₂
₇
₂,
₃₀
₂
₂₃
,₁
₇₅
₅₀
.₅
₄₂
.₃
₄₄
.₂
₂₀
₀₀
₂₅
₉
₈₇
₀
₈,
₆₃
₆
₅₀
₈
₂,
₁₅
₃
₂₀
,₈
₆₀
₅₁
.₀
₄₀
.₄
₄₁
.₄
₂₀
₀₁
₂₅
₇
₉₀
₇
₉,
₄₄
₅
₅₀
₂
₂,
₁₉
₇
₂₀
,₄
₀₁
₅₁
.₂
₄₁
.₃
₄₆
.₃
₂₀
₀₃
₂₁
₈
₇₆
₂
₆,
₇₂
₉
₄₂
₁
₁,
₉₃
₂
₁₇
,₉
₉₆
₅₁
.₈
₃₉
.₄
₃₇
.₄
₂₀
₀₅
₂₁
₀
₇₁
₉
₅,
₂₆
₉
₃₈
₄
₁,
₆₈
₂
₁₅
,₀
₁₈
₅₄
.₇
₄₂
.₇
₃₅
.₁
₂₀
₀₈
₁₉
₀
₅₉
₁
₄,
₅₄
₂
₃₅
₉
₁,
₆₀
₆
₁₃
,₈
₈₈
₅₂
.₉
₃₆
.₈
₃₂
.₇
₂₀
₁₁
₁₅
₉
₅₇
₆
₄,
₅₉
₆
₃₃
₆
₁,
₆₃
₅
₁₅
,₃
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₄₇
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.₂
₂₉
.₉
₂₀
₁₅
₁₀
₅
₄₁
₀
₃,
₈₀
₄
₂₄
₅
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₄
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り供給されていることが分かる．従業者は₉₆年₁,₁₉₅人（対全国シェアは秘匿につき計算できない）
から₉₇年には₁,₁₉₉人へと増えたが，その後は減少を続け₁₅年₄₁₀人₃₄.₃％にまで落ち込んでいる．
出荷額は₉₆年₁₅₅億円（対全国シェアは秘匿につき計算できない）あったが，年々減り続け₁₅年には
₃₈億円₃₈.₄％と，₉₆年実績の₂₄％にまで減少してきている．
　これまでなめし革・同製品・毛皮製造業の主要な小分類業種を₂₀年間にわたってみてきたが増
加している業種は皆無であり，東京の皮革関連製品製造の中小企業は地盤沈下をおこしているこ
とだけが浮き彫りになっている．
第 ₂章　東京の地場産業の構造変容
　図 ₁ は皮革関連製品産業の一つである袋物製造業を事例として生産流通構造を示している．靴，
皮革服装，草履などもほぼ同じ構造を持っている．これら靴，ハンドバッグ，財布など皮革関連
製品産業では，メーカーは全くといっていいほど生産機能を持たない「みなしメーカー」が繊維
製品のメーカー以上に多いことが特徴である．中堅以上の靴メーカーには自社企画開発，生産，
卸機能を持つ純然たるメーカーが少数存在するが，全く外注を利用していないわけではなく，ま
た靴メーカーが靴の市場を支配しているとは言い難い．靴業界やハンドバッグ，財布など袋物業
界における多くのメーカーは製品企画・流通機能を持つ卸問屋の支配を受け，職人，内職など実
質的な生産者を統括する「オルガナイザー」としての機能が中心業務となっている．メーカー業
務に裁断，革スキ，仕上げなど加工工程が一部組み込まれてはいるが，自社内生産完結のためで
はなく，主要工程の前後段階の補助的なものであり，主要工程である縫製段階を担う生産者の生
産性を高めるためのものである．
　東京の場合，台東区，墨田区，足立区，荒川区，江東区，葛飾区，江戸川区などの城東地域に
メーカー，職人が集積しており，零細メーカーや職人は職住一致形態で存立している．もともと
は卸問屋，メーカーの集積していた台東区，墨田区に集積していたのだが，高度経済成長期の昭
和₄₀年代以降，徐々に台東区より地価の安い外周部の足立，荒川，江東，葛飾，江戸川，北区な
どに展開していった．
　皮革関連製品産業の職人は基本的に夫婦 ₂ 人での共同作業が典型的であり，「家内労働者」とし
てメーカーから割り当てられた仕事を自宅内作業場で行っている．靴の家内労働者の労働組合で
ある「東京靴工組合」の調査では，職人層の高齢化が年々進んでいることが明らかとなっている．
これは後継者が育たず，自分の代限りの職人が多いことを示している．若年労働力が参入しない
のは低工賃，長時間労働という劣悪な労働条件のためといわれている．筆者がこれまでに調査し
た限りでも，袋物，草履，鼻緒など皮革関連製品産業では同様な労働条件の家内労働者によって
生産されているのが実情である．これでは職人の再生産は大変難しいことは明白である．
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（ 1）メーカーの問屋化の動き
　こうした構造を持つ東京の中小企業においても，徐々にではあるが変化が見え始めている．こ
れまで筆者が繊維衣服関連および皮革関連製品の中小企業調査を通じて知り得た新たな動きにつ
いてまとめておく．
　その第 ₁ が繊維衣服・皮革関連製品のメーカー層の中でも規模を拡大し，社内に一定の製品企
画・流通機能を持つものが現れている点である．このメーカー群では大手商業資本やアパレルメー
カーへの納入と同時に自らの販売ルートをも確立しつつある．これらの業界は分業体制をしいて
おり，流通は専門卸問屋，大手アパレルメーカーなどが担当してきた．その商習慣を打ち破るこ
とは従来の主力販売ルートである取引先からの発注打ち切りを覚悟することが必要である．自社
流通ルートでは，規模の大きいメーカー群は一定のロットを確保するという量的な制約から近年
小売業の中でもデパートだけでなく専門店チェーン等の量販店への進出を強めている．地方の地
場産地における中小メーカーは従来から専門量販店へのシフトを強めており，ここでは価格競合
にさらされるため，中・高級品を取り扱う中小メーカーではデパート，専門小売店への販売ルー
トの確立を急いでいる．また，通信販売会社への直接納入なども急増しており，こうした動きは
「メーカーの問屋化」といえ，メーカーによる卸段階をとばした小売段階へのアプローチといえよ
う．また，製品企画・開発機能を充実させることにより，従来の分業体制の ₁ 工程だけの担当か
ら最終製品を開発し，異なった産業へとその市場を求めている中小企業もある．
　しかし，大部分の小零細メーカーでは納入先から指定されたとおり製造・加工することが主力
業務であることは明らかである．小零細メーカーでは社内体制の不備もあり全体が「メーカーの
図 1　袋物製造業の生産・流通構造
資料）東京袋物工業組合ヒアリングにより作成．
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問屋化」をしているわけではない．一方，その小規模性を生かした小回りのきく点を利用して，
より消費者に近い小売段階への直接的進出の動きもわずかではあるがみられる．これまでにも中
小企業ではアンテナショップの開設や提携小売店からの「生」の消費者情報の収集などの行動は
みられたが，メーカーによる消費者への直接販売が見直され，実施されてきている．ネット販売
など消費者への直接販売には追い風となっているが，まだまだ決済方式の情報漏洩など問題が
残っていることも事実である．それよりは地域の消費者に市場を絞り，これまで社内に蓄積され
た技術・技能を生かして，世の中にたった一つしかないオーダーメイド製品を消費者に提供して
いる小零細企業が注目されている．
（ 2）「問屋のメーカー化」の進展
　「メーカーの問屋化」が進む一方で商業資本の側でも生産，加工工程への進出が始まっている．
もともと，卸問屋の業務は流通過程のみならず，製品の企画・開発機能をも有しており，生産の
一部を担当していたという経緯がある．また，大手アパレルメーカーも出自は卸問屋であること
が多く，高度経済成長期に生産部門を持つようになってメーカー化してきた歴史的経緯もある．
　卸問屋のメーカー化を進める要因としては国内における実質的生産者の減少が最も大きな要因
と考えられる．繊維・衣服製造業，皮革関連製造業ともに実質的生産者としての職人など下請小
零細業者の減少が著しい．皮革関連産業では職人層の再生産の困難性が指摘されはじめた₁₉₇₀年
代後半から大手商業資本では生産者の確保をメーカーまかせにせず，自ら工場を設立するだけで
なく他メーカーを買収し，職人をそこに組織するという方策をとるものが現れる．それまで一貫
生産が難しかった問屋制下請形態をとる産業の多くで，実質的生産者であった下請職人の低い労
働条件に依存してきたが，その結果としての職人層の再生産の困難さが発生し，内製化をせざる
を得ない状況を作り出してしまった．こうした動きは比較的市場規模が大きい靴・袋物産業でみ
られる．
　第 ₂ に卸問屋の海外製品取扱量の拡大と国内生産とのアンバランスも「問屋のメーカー化」を
進める要因となっている．卸問屋がこれまで長年にわたって構築してきた問屋制下請構造を自ら
輸入品取扱量を拡大することにより，下請中小業者を切り捨て，生産機能を海外に移転しつつ，
中高級品，多種少量生産品の国内発注の継続と低コスト化への対応の強制により，国内中小企業
者の経営を圧迫させてきている．
　これまで海外生産は多品種少量というよりは ｢定番品」として量産に近い商品群であったが，
婦人物を中心として徐々にファッション性が高く流行性のある商品の生産が増えてきている．
　クイック・レスポンス体制をとることが国内と異なり難しく，発注から納品まで ₂ ～ ₃ カ月以
上を要する海外生産では卸問屋も現地工場での製品の品質管理には一層神経をとがらせている．
製品開発・企画機能を持てば持つほど従来の「丸投げ」的な発注では在庫の山を築きかねない．そ
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こで，卸問屋も現地進出し，現地資本や日系中小企業と連携，提携，資本参加，合弁など様々な
形態で生産過程に関与することになる．
　卸問屋が海外進出しメーカー化する要因として商業資本間でのマージン率の奪い合いが第 ₃ に
はデパート，専門チェーン，ディスカウントストア，ホームセンターなど大手小売資本主導で実
施されてきている低価格化戦略であり，これら小売資本への商品納入を行う卸問屋，メーカーは
否応なしに海外製品輸入を進めざるを得ない．輸入品は上代（小売価格）を低く押さえていること
から「利益がでない」として，取り扱いをしぶる卸，メーカーも存在するが，大手小売資本のバ
イング・パワーには納入中小企業者は取り扱いを増やさざるを得ない．しかし，取引条件面でも
このバイング・パワーを利用して，自社の利益分を確保した納入価格の要請がなされる．国内の
商品でも従来卸問屋等が持っていた価格設定権は大手小売資本に移りつつあり，卸問屋・アパレ
ルメーカーの利益率は圧縮されつつある．卸問屋，アパレルメーカーが自社のマージンを確保し
ようとすると下請けメーカー，職人への加工賃を下げざるを得ない．しかし，労働力不足で低賃
金若年労働力が思うように集められない，また実質的な生産者が減少している業種では加工賃の
切り下げは自社内に生産能力を持たない企業は自らの生産力を失うことにもなり難しい．そこで
労務費コストの安い中国をはじめとするアジアでの生産拠点のために海外進出することになる．
卸問屋でもメーカーや縫製工場などとともに合弁企業に参加し，自らのメーカー化が進むことに
なる．しかし，中国を始めアジア各国でも賃金水準は上昇を続けており，日系企業での労働争議
なども起こっていることから，進出企業ではより賃金水準の安いアジア圏域への移転や撤退を考
えている．
第 ₃章　地域社会とともに中小企業振興
　ここでは東京の地場産地での生産流通構造が変容していく中で，皮革関連製品製造の中小企業
を再生産させて一定規模の産地として立地し続けさせる方向性について考えてみよう．
　第 ₁ に靴や袋物，鞄といった労働集約的な生産を担う若者を再生産する仕組みを確立すること
である．生産過程において機械化が進んだとはいえ，一定の「手の労働」が必要とされるのであ
れば，それを担う熟練労働者を再生産する仕組みを構築することこそが政策的にも必要である．
　東京都では₁₉₇₂年から設置している「東京都立城東職業能力開発センター台東分校・製くつ科」₃）
が毎年沢山の受験生を集めている．その理由は定員が₂₁名と少ないだけでなく，年間の授業料が
₁₁₈,₈₀₀円と，浅草地域にある民間の靴職人の養成期間に比べ破格に安いことにある．卒業生は多
₃）　詳しくは都立城東職業能力開発センター台東分校 HP 参照のこと．http://www.hataraku.metro.tokyo.
jp/vsdc/taitou/index.html
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くが卸問屋や靴メーカーへと職人として就職していくが，中には独立して靴工房を立ち上げてい
る者もいるという．スペースや予算の問題から定員が₂₁名から増えないようだが，公的養成機関
の充実は今後の課題となっている．
　第 ₂ には，せっかく身につけた技能であっても生産するだけでは在庫の山となって経営が成り
立たない．技能を身につけさせることはできても経営できるようにしなければ，中小企業や職人
の再生産は困難になってしまう．そこで生産者と市場を結びつけることを学習し，実践する場が
必要になる．
　すでに台東区では皮革関連製品製造を目指す若者を対象とした組織が動き出して久しい．小島
小学校が廃校跡を利用したインキュベーション施設である「台東デザイナーズビレッジ」が₂₀₀₄
年に開所し，その第二段としての「浅草ものづくり工房」も₂₀₀₉年に橋場の産業研修センター旧
館を改修して設置された公立のインキュベーション施設である．運営は公益財団法人台東区産業
振興事業団が母体となっており，業務委託企業を指定して運営している．さらに同時期に民間の
中小企業団体でも，ビルの ₁ フロアーを複数の靴職人志望の若者が流行の「シェア工房」として
利用する浅草民主商工会などが存在している．
　どの組織も靴や鞄，袋物関係の材料，部品から加工までを行う中小企業が狭い範囲に集積して
いる台東区のメリットを十分に生かすことができ，将来，台東区内での独立開業を目指す若者を
支援する組織である．
　これらの卒業生達の中で独立開業を果たし，多くの工房を開いているエリアが近年注目されて
いる「徒蔵（カチクラ）」である．徒蔵は御徒町の「徒」と蔵前の「蔵」を組み合わせた言葉で，
このエリア一帯に存在するものづくり中小企業やクリエーターたちが特徴ある商品やサービスを
提供することから若者を中心に賑わいをみせている．前出の台東デザイナーズビレッジも徒蔵に
立地している．また，鉄道の高架下を店舗にした「 ₂ k₅₄₀（ニーケーゴーヨンマル）」は，モノづく
りをテーマにした施設である．革製品，クラフト，陶器，ギャラリーなど個性ある工房とショッ
プがひとつになったスタイルで，つくり手と実際に話ができるなど，生産者と市場を結びつける
役割を果たしている．
　第 ₃ には，東京の皮革関連製品を世界のトップブランドと肩を並べるように「地域ブランド」
として確立させることも重要である．台東区でいえば，「靴」といえば「浅草」といったように世
間が認知する方向に持っていくことである．現在，日本への大量の輸入製品にはイタリア，フラ
ンスからの高級ブランド品もあるが，アジアで生産された廉価品がほとんどである．前述のよう
に，せっかく若者が地域ブランドを模索しているときに，国や自治体が早急に政策で支援しなく
てはならない．そのためにも若い職人が海外で修行しやすくする制度の拡充や，海外ブランドに
負けない技術やデザイン性を高める技能研修なども必要になる．イタリアやフランスの地場産業
は各地域が最も得意とする業種を地域ブランドとして確立しており，世界中から沢山の職人希望
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者や観光客が大勢押しかけている．地域ブランドを確立できたのも，官民をあげて地域が一体と
なって当該業種にかかわる様々な教育施設や観光施設，体験施設などを作り上げてきた成果に他
ならない．
　近年，中小企業団体の中小企業振興条例制定運動により₂₀₁₈年 ₅ 月現在，₄₅道府県₂₈₉市区町で
制定されている．しかし，東京都と高知県の ₂ 都県では未制定となっている．₁₉₇₂年の墨田区中
小企業振興基本条例制定以来，東京の基礎自治体での条例制定が進んでいる中で，東京都も条例
制定への動きを「受動喫煙防止条例」並みに早めてもらい，基礎自治体の行う地場産業支援政策
を後押ししてくれることを期待している．
小　　　括
　近年，中小企業学会，地域経済学会などの全国大会報告で，各地域の地場産業を研究する若手
が増えてきていることは頼もしい限りである．衰退する地場産業を地域社会とともに再生させる
仕組み作りは住民，中小企業，自治体，金融機関，そして大学など教育機関が取り組まなければ
ならない喫緊の課題となっている．東京には大都市型の地場産業が多数立地していることから，
筆者も地場産業の調査を通じて中小企業研究をより深めていかなければならない．
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